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公募型プロポーザル方式に係る手続き開始のお知らせ 

 

 

次のとおり、提案書の提出をもとめます。 

令和３年１１月４日 

 

１ 事業概要 

（１）件名   

  食の支援サポーター派遣事業業務委託 

（２）目的 

調理等を行う地域住民（食の支援サポーター）の派遣による食事支援を行うこと

により、子どもの食に課題があり地域から孤立しやすい状況にある家庭に対し、本

事業を通じて家庭が必要としている支援につなぐことで、子どもの心身の健康の増

進及び家庭の生活の安定を図ることを目的とする。 

（３）契約期間   

令和４年４月１日～令和７年３月３１日 

※契約については、令和４年度の予算配当を条件とする。 

※契約は単年度ごとに締結し、各年度において本契約に係る予算の配当があること

及び履行実績が良好であることを契約締結の条件とする。 

（４）業務内容 

基本的な業務内容は以下のとおり。 

①人材育成、面談及び管理 

ア 食の支援サポーター登録希望者への新規登録研修 
  イ 食の支援サポーター登録希望者への面談及び管理 

  ウ 食の支援サポーターの人材育成 

 ②対象家庭の状況把握及び支援計画の策定・見直しへの参加 

  ア 対象家庭の状況把握及び関係性の構築 

  イ 支援計画の策定・見直しへの参加 

③食の支援サポーターの派遣の調整及び派遣 

ア 食の支援サポーターの派遣の調整 
  イ 食の支援サポーターの派遣   

 ④関係機関への報告及び連携 

  ア 食の支援サポーターからの報告 

  イ 本件担当所管への報告 

   ウ 関係機関との連携 

⑤食の支援サポーターへの食材費の支給及び管理 

⑥食の支援サポーターへの活動費の支払い 

⑦保険への加入 

⑧予定数 

    派遣予定回数（時間数）  ４９８回（１，４９４時間）（最大） 

※対象家庭数：１８世帯 

※１回当たりの派遣時間は、最大３時間 
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原則として１対象家庭あたり上限４８回 

２ 参加資格 

申込み時点において、当事業の運営が可能であり、政治若しくは宗教活動を目的と

しない法人（以下、「法人」という。）で、次の各事項をすべて満たしたもの。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項（同令第１６

７条の１１第１項において準用する場合も含む。）の規定に該当しないこと、及び同

条第２項による措置を現に受けていないこと。 

（２）世田谷区から入札参加禁止又は指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（３）会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づく更正手続き開始の申立て、又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申立てがなさ

れていない者であること。 

（４）法人税、法人事業税、消費税及び地方消費税、都道府県民税・市町村民税に滞納が

ないこと。 

（５）重大な個人情報を取り扱うことから、守秘義務の遵守及び適切な情報管理が可能で

あること。 

（６） 令和３年度を含む過去５ヵ年度の間に、自治体におけるヘルパー等派遣サービスや

ボランティア等のマッチング事業の受託実績があること。 

 

３ 提案書の提出者を選定するための基準 

本件では提出者の選定は行わず、資格の確認のみを行う。 

 

４ 審査 

委託事業者選定委員会（以下、「選定委員会」という。）を設置し、提出書類の審査及

びヒアリング審査をもとに、合議のうえ決定する。 

 書類審査、ヒアリング審査の合計得点が最も高いものを選定事業者とする。 

（１）書類審査 

    提出された書類に基づき審査を行う。 

    審査は選定委員会の各委員が行うものとする。 

（２）ヒアリング審査 

    選定委員会の委員によるヒアリング審査を行う。 

    ヒアリングは業務責任者を含む１名以上で参加すること。 

ヒアリングの際に電子機器の使用、追加資料の提出等は受け付けない。 

        

５ 審査基準 

審査については以下の基準により審査を行う。 

（１）提案書の内容については以下の基準により審査を行う。 

①事業への理解度 

②食の支援サポーターの管理体制や人材育成方法 

③事業の実施内容及び実施方法 

④食材費等の支給・管理体制 

⑤報告書等の作成内容  

⑥その他（個人情報保護、事故防止、苦情処理の対策、感染症の対応等） 

（２）職員配置の内容は事業実施できる体制を組んでいるか。 
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（３）類似業務等の取り組みはあるか。 

（４）法人の経営状態は健全であり、本事業の受託に堪えられるものであるか。 

（５）積算根拠、見積金額の内容は妥当なものであるか。 

 

６ 説明書の交付期間、場所及び方法 

（１）期 間：令和３年１１月 ４日（木）午前１０時～１１月１７日（水）午後４時まで

（２）場 所：世田谷区ホームページ及び１４の本件担当課 

（３）方 法：世田谷区ホームページからのダウンロード及び１４の本件担当課での配布 

なお、土日・祝日はホームページのみとする。（世田谷区トップページ→

目次から探す→子ども・教育・若者支援→子どもに関する条例・計画・方

針等にて公開） 

 

７ 事業者向け説明会 

（１）日 時：令和３年１１月１５日（月）午前１０時～ 

（２）会 場：世田谷区役所梅丘分庁舎２階 Ｃ会議室（世田谷区松原６－３－５） 

（３）申込み方法：令和３年１１月１０日（水）までに、１４の本件担当課まで所定の様

式ＦＡＸにて送信すること。なお、送信後は確認の電話をすること。 

（４）質 疑：説明会における当日質疑の概要については、令和３年１２月１日（水）ま

でに区ホームページに公開する予定 

 

８ 参加表明書の提出期限、提出場所及び方法 

（１）期 限：令和３年１１月１７日（水）午後４時必着 

（２）場 所：１４の本件担当課に同じ 

（３）方 法：所定の様式に記入し、持参または郵送 

 

９ 提案書の提出期限、提出場所及び方法 

（１）期 限：令和３年１２月２２日（水）午後４時必着 

※ただし、提案書に添付する財務諸表については、令和３年１２月８日（水）

午後４時までに提出すること。 

（２）場 所：１４の本件担当課に同じ 

（３）方 法：所定の様式に記入し、指定された必要書類を添付の上、持参または郵送 

 

１０ ヒアリング審査 

実施日、実施場所、実施内容等については、招請通知発送以降に通知する。 

 

１１ 審査結果の通知日及び方法 

   令和４年２月１６日（水）に文書で通知する（予定） 

 

１２ スケジュール 

説明書交付期間   令和３年１１月 ４日（木）～１１月１７日（水）午後４時  

   事業者向け説明会申込締切  １１月１０日（水）      

事業者向け説明会      １１月１５日（月）       
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   参加表明書の受領期限    １１月１７日（水）午後４時  

招請通知発送        １１月２４日（水） 

質問提出期限        １１月２６日（金）午後４時      

        

   質問回答          １２月 １日（水）       

   財務諸表提出期限      １２月 ８日（水）午後４時       

   企画提案書受領期限     １２月２２日（水）午後４時   

   書類審査期間        １２月２３日（木）～令和４年２月４日（金）  

   ヒアリング審査   令和４年 ２月 ７日（月）～２月９日（水）間で実施  

   結果通知           ２月１６日（水）        

 

１３ その他の留意事項 

（１）企画提案書の作成、提出及びヒアリングに関する費用は、提出者の負担とする。 

（２）企画提案書に虚偽の記載をした場合には、提出された企画提案書を無効とする。 

（３）企画提案書等の提出書類を郵送で提出する場合、未着・遅延については、理由の如

何にかかわらず、区では責任を負わない。 

（４）提出された企画提案書は原則として返却しない。 

（５）提出された企画提案書は、企画提案書の選定以外に提出者に無断で使用しない。な

お、選定された企画提案書を公開する場合には、事前に提出者の同意を得るものと

する。 

（６）企画提案書提出後において、原則として企画提案書に記載された内容の変更を認め

ない。また、企画提案書に記載した業務責任者は、原則として変更できない。ただ

し、病気、退職等のやむをえない理由により変更を行う場合には、同等以上の者で

あるとの区の了解を得なければならない。 

（７）企画提案書の選定後に、提案内容を適切に反映した仕様書の作成のために、業務の

具体的な実施方法について提案を求めることがある。 

（８）手続きにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（９）契約保証金は免除する。 

（10）契約にあたっては、契約書を作成する。 

（11）当該業務に直接関連する他の業務の委託契約を、当該業務の委託契約の相手方と締

結する予定なし。 

（12）関連情報を入手するための照会窓口は、下記本件担当課と同じ。 

(13) 区が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的で使用することを禁じる。 

（14）区は、この案件に参加を表明した者及び提案書を提出した者の商号・名称並びに提

案書を特定した理由（審査経過等）を公表することができる。 

(15)本プロポーザルは事業者の選定のみを目的とし、区は契約の際、提案書の内容に拘束

されないものとする。 

（16）契約に際しては当該年度における予算の配当を条件とする。また、その相当額によ

って委託業務内容を調整することがある。 

（17）詳細は説明書による。 
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１４ 本件担当所管 

世田谷区 子ども・若者部 児童相談支援課 要保護児童支援担当 

住 所：〒１５６－００４３ 世田谷区松原６－３－５ 梅丘分庁舎２階 

電 話：０３－６３０４－７７３１（直通） 

ＦＡＸ：０３－６３０４－７７８６ 

   メールアドレス：SEA03648@mb.city.setagaya.tokyo.jp  

   担当者：片岡・石田・多賀谷 

mailto:SEA03648@mb.city.setagaya.tokyo.jp

